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１．計画策定の背景 

地球温暖化問題は、人の活動に伴って発生する二酸化炭素（ＣＯ２）などの温室効果ガ

スが大気中の温室効果ガスの濃度を増加させることにより、地球全体として、地表及び大

気の温度が追加的に上昇し、自然の生態系及び人類に悪影響を及ぼすものであり、その予

想される影響の大きさや深刻さから、人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つ

といわれています。 

地球温暖化問題に対する国際的な取り組みとして、平成 4 年（1992 年）に国連気候

変動枠組条約が採択され、大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを世界全体で

取り組むことに合意、同年の国連環境開発会議で世界中の多くの国が署名を行い、平成 6

年（1994 年）に条約が発効されました。平成９年（1997 年）には、京都で開催され

た COP３（気候変動枠組条約第３回締約国会議）において、先進諸国の温室効果ガス削

減目標を定めた「京都議定書」が採択され、法的拘束力のある温室効果ガス削減目標が取

り決められました。これらの国際的な動向を受けて、我が国においては、「地球温暖化対

策の推進に関する法律」が平成 10 年（1998 年）に制定され、平成 11 年（1999 年）

4 月から施行されました。 

このような状況の中で、平成 17 年（2005 年）12 月に市役所における温室効果ガス

排出量削減計画を定めた「岩出市地球温暖化対策実行計画」（以下、「第１次実行計画」と

いう。）を策定し、市役所のほか、各出先機関・公共施設における事務・事業から発生す

る温室効果ガスを、目標年度の平成 21（2009）年度までの 5 年間で 5％削減（平成

16 年度比）することを目指しましたが、実績は調査対象とする温室効果ガスの約３割を

占めるクリーンセンターの焼却施設が新施設に移行した影響などにより、全体で約 34％

の増という結果となりました。大部分を占めるクリーンセンターの増加要因を除いた場合

でも、1.7％の減と目標には届きませんでした。 

次に平成 22（2010）年度に策定した「第 2 次岩出市地球温暖化対策実行計画」（以

下、「第 2 次実行計画」という。）では、平成 26（2014）年度までに 5％削減（平成

21 年度比）することを目指しましたが、実績として約 49％の増となりました。目標未

達成の主な理由として、平成 23 年（2011 年）3 月に発生した東日本大震災の影響によ

り原子力発電所の設備利用率が低下し、発電により多くの温室効果ガスを排出する火力発

電所によって電気が作られたため、関西電力株式会社の電気の CO2 排出係数が基準年度

の約 1.7 倍に上昇したことにより、電気の使用に伴う CO2 排出量が増加したためです。

なお、基準年度の排出係数を使用して算出した場合は、3.8％の減となりました。 

   この「第 2 次実行計画」の計画期間が平成 26 年度で終了したため、これまでの 2 次

にわたる実行計画を継続し、より一層の温室効果ガスの削減に取り組むため、「第 3 次岩

出市地球温暖化対策実行計画」（以下、本計画）という。）を策定するものです。 

 

２．計画の目的 

   本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という。）第 20 条の

第１章 実行計画の基本的事項 
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3 第 1 項に基づき、都道府県及び市町村に策定が義務付けられている温室効果ガスの排出

量の削減のための措置に関する計画（以下「実行計画」という。）として策定するもので

す。 

   岩出市では、市役所自体が市内における大規模な消費者、事業者として経済活動に占め

る割合が大きく、市民および事業者の自主的な行動を促すためにも、市が率先して地域の

模範となる取り組みを行い、温室効果ガス削減目標の達成に向け、積極的に地球温暖化対

策に取り組むことを目的とします。 

 

３．計画の期間 

計画の期間は、平成 27年度から平成 31 年度までの 5 年間とします。温室効果ガス総

排出量の削減目標の基準年は、現況の把握が可能な直近年度である平成 26 年度とし、目

標年度を平成 31 年度とし、本計画の実施・進捗状況等を踏まえ、適宜、見直しを行いま

す。 

 

４．計画の対象とする事務及び事業の範囲 

   本計画の対象とする範囲は、市が自ら実施する事務および事業全般とします。 

ただし､外部への委託等により実施する事務及び事業は対象から外しますが、温室効果

ガスの排出抑制等の措置が可能なものについては、受託者に対して必要な協力を要請しま

す。 

本計画においては、組織の再編などによる変更や新施設の算入など、対象施設の見直し

を行っています。また、廃棄物処理（廃プラスチックの焼却）に伴う温室効果ガスについ

ても、参考値として算定を行います。 

 

５．計画の対象とする温室効果ガスの種類 

本計画において削減対象とする温室効果ガスは温対法で定められている 7 種類のガス

のうち、その合計が我が国の温室効果ガスの約 97％を占める、下表の３種類のガスとし

ます。（温対法第 2 条第 3 項） 

ガス種類 
地球温暖化

係数 
性  質 用途、排出源 

二酸化炭素 

（ＣＯ２） 
１ 

代表的な温室効果ガス。 

日本の場合、温室効果ガスの中で二酸化

炭素の比率が 90％以上と極めて高い。 

化石燃料の燃焼など。 

メタン 

（ＣＨ４） 
２５ 

天然ガスの主成分で、常温で気体。 

よく燃える。 

稲作、家畜の腸内発

酵、廃棄物の埋立な

ど。 

一酸化二窒素 

（Ｎ２Ｏ） 
２９８ 

数ある窒素酸化物の中で最も安定した

物質。他の窒素酸化物（例えば二酸化窒

素）などのような害はない。 

燃料の焼却、工業プロ 

セスなど。 

※その他の 4 種類（ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ、ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ、六フッ化硫黄、三フッ化窒素）については、
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市の事務・事業においては排出がない、または排出量が少なく実態把握が困難であるため、本計

画では対象外とします。 

 

 

１．基準年度（平成 26 年度）における温室効果ガス排出状況 

   日本における温室効果ガス排出量の内訳（2013 年度確報値）において、二酸化炭素 

排出量が約 93.1％と大部分を占めており、二酸化炭素が最も地球温暖化に影響している

としており、二酸化炭素排出量の削減に重点を置き取り組みを進めています。 

    こうした状況を踏まえ、岩出市としては、二酸化炭素排出量の把握に重点を置き、その 

   他の温室効果ガスについては、出来る範囲で順次把握していくこととします。 

   現状（平成 26 年度）の温室効果ガス排出量は、次の表のとおりとなっています。 

 

＜温室効果ガス総排出量＞ 

    排出量（単位：kg－ＣＯ２） 

温室効果ガス総排出量 ９,３０７,６０７ 

   温室効果ガスの総排出量は、「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令（平成 22 年 3 月 3 日

政令第 20 号）に定める排出係数を用いて算定しています。 

 

＜温室効果ガスの総排出量内訳（種類別）＞ 

項目 単位 
基準年度 

（平成２６年度） 

内訳 

（％） 

温室効果ガス総排出量 ｋg-CO2 ９,３０７,６０７ 100.0 

  

  

  

二酸化炭素 ｋg-CO2 ８,９８９,１４１ 96.58 

メタン ｋg-CO2 ２,５６６ 0.03 

一酸化二窒素 ｋg-CO2 ３１５,９００ 3.39 

    ※端数処理（四捨五入）の関係により、合計値が一致しない場合があります。 

 

 また、活動区分別及び施設別の温室効果ガスの総排出量内訳は次表のとおりです。 

＜温室効果ガスの総排出量内訳（活動区分別）＞ 

項目 単位 
基準年度 

（平成２６年度） 

内訳 

（％） 

燃料消費量 
自動車 ｋg-CO2 ２０６,５２５ 2.22 

家庭用機器等 ｋg-CO2 １,１１８,３７３ 12.02 

電気使用量 ｋg-CO2 ７,６６７,１４０ 82.37 

自動車の走行 ｋg-CO2 ３,６１２ 0.04 

一般廃棄物燃焼 ｋg-CO2 ３１１,９５７ 3.35 

合  計 ｋg-CO2 ９,３０７,６０７ 100.0 

第２章 温室効果ガスの排出状況 
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コピー用紙購入量 

Ｂ５ 枚 ５６３,５００ - 

Ａ４ 枚 ５,２０４,９００ - 

Ｂ４ 枚 ６００,０００ - 

Ａ３ 枚 ４５７,０００ - 

上水道使用量 ｍ３ １６８,３９２ - 

※端数処理（四捨五入）の関係により、合計値が一致しない場合があります。 

 

（参考値） 

項目 単位 基準年度（平成２６年度） 

一般廃棄物（廃プラスチック）の焼却 ｋg-CO2 ６,７４８,５７４ 

※廃プラスチックの焼却に伴う温室効果ガスの排出量は、他の事務・事業からの排出量と比

較して非常に大きな数値になりますが、算定の過程においてゴミの成分、水分量を平均値で

求めるといった、本計画による取り組みが反映され難い要素が含まれているため、本計画に

おいては参考値として別に示すこととします。 

 

  ＜温室効果ガス排出量（活動別）＞ 

 温室効果ガスの排出量は、電気の使用による寄与が最も大きく７,６６７,１４０kg-CO2/年

となっており、全排出量の８２.３７％を占めております。次に燃料使用量（家庭用機器等）が

１２.０２％を占めています。 

 

2.22% 12.02%

82.37%

0.04%
3.35%

温室効果ガス排出量内訳（活動別）

燃料消費量（自動車） 燃料消費量（家庭用機器等）

電気使用量 自動車の走行

一般廃棄物燃焼
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＜温室効果ガスの総排出量内訳（施設別）＞  

施設名 排出量（kg-CO2） 内訳（％） 

本庁舎 258,630 2.78% 

総合保健福祉センター 215,172 2.31% 

福祉関係施設 181,300 1.95% 

保育所 132,251 1.42% 

火葬場 42,187 0.45% 

廃棄物処理施設 4,381,837 47.08% 

小・中学校 490,236 5.27% 

学校給食共同調理場 331,026 3.56% 

体育施設 226,762 2.44% 

文化施設 193,009 2.07% 

公民館等 127,768 1.37% 

水道施設 2,536,671 27.25% 

その他（施設及び公用車による排出） 190,758 2.05% 

合 計 9,307,607 100.0% 

 ※端数処理（四捨五入）の関係により、合計値が一致しない場合があります。 

【分類】福祉関係施設；いわで御殿、老人憩いの家、児童館 

体育施設；総合体育館、市民体育館、運動公園、プール 

文化施設；民俗資料館、岩出図書館、駅前ライブラリー 

公民館等；各公民館、コミュニティセンター、サンホール、集会所 
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２．温室効果ガス以外の環境負荷状況 

紙の使用量の削減、水の有効利用は、二酸化炭素の吸収源である森林資源の保全、廃棄物の 

削減、浄水場におけるエネルギー使用量等の削減に繋がります。使用状況は次の表のとおりと

なっております。 

    使用量（単位：枚） 

コピー用紙の使用量 ７,４４１,５２５ 

（１枚あたりの重さを、A4＝４ｇ、B5＝３ｇ、A3＝８ｇ、B4＝６ｇとして A4 用紙に換算しています。） 

 

＜上水道使用量の内訳（施設別）＞ 

施設名 水道水使用量（㎥） 内訳（％） 

本庁舎 2,905 1.73% 

総合保健福祉センター 4,720 2.80% 

福祉関係施設 9,293 5.52% 

保育所 18,303 10.87% 

火葬場 29 0.02% 

廃棄物処理施設 53,392 31.71% 

小・中学校 41,553 24.68% 

学校給食共同調理場 13,839 8.22% 

体育施設 18,395 10.92% 

文化施設 1,403 0.83% 

公民館等 1,225 0.73% 

その他施設 3,335 1.98% 

合 計 168,392 100.0% 

 ※端数処理（四捨五入）の関係により、合計値が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

温室効果ガスの排出状況から、本計画では二酸化炭素の排出量の削減に重点を置き､二酸

化炭素の主な排出要因である電気及び燃料等からの排出量削減の取り組みを行います｡ 

また、間接的ではありますが地球温暖化防止につながる水道の使用抑制及びコピー用紙の

使用量削減についても数値目標を掲げます。 

  削減目標は、平成26年度の実績を基準に、平成31年度を目標年度として設定しており、

第４章に掲げる取り組み内容の徹底を図ることにより目標の達成に努めます。 

 

１．温室効果ガスの総排出量に関する目標 

温室効果ガスの総排出量を平成 31年度までに基準年度（平成 26 年度）と対比して 5％

削減することを目標とします｡ 

第３章 温室効果ガスの削減目標 
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温室効果ガス総排出量 

平成２６年度実績 ９,３０７,６０７ kg-CO2 削減率 

５％ 平成３１年度目標 ８,８４２,２２７ kg-CO2 

 

２．直接的効果のある取り組み 

燃料使用に伴う排出量 

平成２６年度実績 １,３２４,８９８ kg-CO2 削減率 

５％ 平成３１年度目標 １,２５８,６５３ kg-CO2 

 

電気使用に伴う排出量 

平成２６年度実績 ７,６６７,１４０ kg-CO2 削減率 

５％ 平成３１年度目標 ７,２８３,７８３ kg-CO2 

 

３．間接的効果のある取り組みの目標 

   温室効果ガス算出の対象項目ではありませんが、本市の活動により、間接的に温室効果 

ガスが排出される項目についても目標を設定します。 

コピー用紙使用量 

平成２６年度実績 ７,４４１,５２５枚 削減率 

５％ 平成３１年度目標 ７,０６９,４４９枚 

 

水道使用量 

平成２６年度実績 １６８,３９２㎥ 削減率 

５％ 平成３１年度目標 １５９,９７２㎥ 

 

４．目標の見直し 

措置の目標及び温室効果ガスの総排出量に関する目標については､施設の増設や新たな

設備の導入など計画期間中の状況変化や進捗状況等を踏まえて適宜見直しを行います｡ 
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  温室効果ガスの排出量削減を目的とした取り組みを進めるため、全職員が共通の目的意識

を持って、省エネ・省ＣＯ２に向けて、以下に示す具体的事項に取り組み目標達成を目指す

とともに地域の率先行動として示します。 

  ここに掲げる取り組みは、市の事務および事業の実施にあたっての様々な場面、行動にお

いて当てはまり、職員のわずかな心がけで実現が可能なことから、一人ひとりの取り組みの

徹底を目指します。 

  なお、取り組みについては、各所属での業務の内容とその特殊性、施設、機器の整備状況

等を勘案して取り組みます。 

 

 

１．財やサービスの購入・使用にあたっての配慮 

財やサービスの購入にあたっては、必要性を十分考慮した上で、国等による環境物品等

の調達の推進等に関する法律（平成１５年７月１６日法律第１１９号）に基づく環境物品

等の調達の推進に努めつつ、また、その使用にあたっても、温室効果ガスの排出の抑制等

に配慮します。 

 （１）エネルギー消費効率の高い機器等の導入  

エネルギー消費効率の高い機器の導入も、地球温暖化対策の重要な柱の一つです。 

製品の製造から廃棄までのライフサイクルの各段階で二酸化炭素等の温室効果ガス

が排出されていますが、ＯＡ機器や電気製品は、特に使用段階における排出量が多くな

っているといわれています。 

そのため、エネルギー資源の保全や温室効果ガスの排出量削減のためには、使用時の

ＣＯ2排出量ができるだけ少ない製品を導入することが最も効果的と考えられます。電 

気機器等の購入にあたっては、以下の点に配慮します。 

○ 機器の更新時には、省ＣＯ2につながるエネルギー機器・システムの更新に努めます。 

○ エネルギー消費効率の高い製品の優先的な導入を図ります。 

○ 国際エネルギースターロゴ表示機器等環境配慮型製品の優先的な導入を図ります。 

○ エコマーク、環境ラベル等の環境負荷の低減に資する物品の調達推進に努めます。 

○ 電気製品の購入にあたっては、省エネラベルのついたものを選択します。 

○ 最小限の機器購入の推進および広さにあった適性規模の機器の導入に努めます。 

○ 重油、ガス等を燃料としている設備の更新にあたっては、可能な限り、重油・ガスに  

比べ温室効果ガスの排出の相対的に少ない燃料及び設備に更新します。 

○ やむをえず重油・ガス機器を導入する場合は、エネルギー消費効率の高い製品を導入 

します。 

 

 

 

第４章 省エネ、省ＣＯ２に向けた取り組み 
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（２）エネルギー使用量の抑制 

   エネルギー使用量の抑制は、そのまま温室効果ガスの排出量の抑制につながります。 

また、省エネを励行することにより事務経費の削減も同時に達成することができます。 

具体的には、職員一人ひとりが次の事項に取り組みます。 

ａ．照明機器 

○ 始業開始前は、必要箇所を除いて原則消灯とします。 

○ 昼休みは、窓口業務を除き原則として消灯を行います。 

○ 照明点灯箇所の削減を実施します。 

○ 照明器具の清掃や電球の適正な時期での交換を実施します。 

○ 晴天時の窓際の照明は、支障のない限り消灯を行います。 

○ トイレ、廊下、階段等の共有部分の照明は、来庁者の支障にならない範囲で消灯しま 

す。 

○ 残業する場合は、業務に支障のない範囲で部屋の部分消灯を行います。 

〇 導入可能な部分から、LED 照明等の高効率照明器具に切り替えます。 

ｂ．事務機器等 

○ ＯＡ機器等を使用していないときは、電源をカットします。 

〇 コピー機の使用後は、節電ボタンを押して節電状態にします。 

○ 昼休みなど使用しないパソコン、コピー機等のスイッチオフと省電力モードを励行し 

ます。 

○ 離席時のノートパソコンの蓋閉じの徹底を行います。 

○ 長時間、電気製品を使用しない場合は、コンセントを抜き待機電力を削減します。 

○ 各課室の最終退庁者は、ＯＡ機器の電源切り忘れがないか必ず確認します。 

ｃ．空調機器 

省ｴﾈﾗﾍﾞﾘﾝｸﾞ制度 
省エネ法に基づき 

定められた省エネ  

規準をどの程度達 

成しているかを表  

示する制度 

基準達成 通常マーク 

グリーンマーク 

原料に古紙を規定の 

割合以上利用してい 

ることを古紙利用製 

品に表示する。 

国際ｴﾈﾙｷﾞｰｽﾀｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
OA 機器の省エネ 
ルギー基準で、一 
定の省エネ基準を 
クリアした製品に  
国際ｴﾈﾙｷﾞｰｽﾀｰﾛｺﾞ
の表示が認められ
ている 

環境ラベル 

エコマーク 
エコリーフ

環境ラベル 

ISO が規定している環 

境ラベル。ｴｺﾏｰｸはあら 

かじめ定めた規準に合 

格している製品に表   

示、ｴｺﾘｰﾌは環境に与え

るすべての影響を分析  

し表示する。 
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○ 冷暖房温度は、冷房時２８℃、暖房時１９℃に設定します。（ただし、特に配慮が必 

要な施設や設備については除く。） 

  ○ 空調機器の温度設定に対応するためクールビズ、ウオームビズを実践します。 

○ 冷暖房中の窓、出入口の開放禁止を徹底します。 

○ 会議室などの冷暖房機器は、使用後は必ず運転を停止します。 

○ 冷気、暖気の吹き出し能力低下を防ぐため、吹き出し口の周囲には物を置かないよう 

にします。 

○ 冷暖房効率を上げるために、状況に応じ、カーテン、ブラインドを活用します。 

○ エアコンのフィルター清掃をこまめに行います。 

○ エアコンの室外機は、日かげで風通しの良い場所に設置するよう努めます 

○ 春秋等冷暖房を長時間使用しない時は、コンセントから電源プラグを抜いて待機電力 

を節約します。 

ｄ．給湯器等 

 ○ ガスコンロや湯沸かし器は、沸かし過ぎの防止、炎の調節など効率的に使用します。 

 ○ ガス瞬間湯沸器の種火は、長時間使用しない場合は消すようにします。 

 ○ 保温容器などを活用し、湯沸器、調理機器による温めなおしなどの無駄を減らします。 

ｅ．その他 

○ 移動の際のエレベーターの利用は極力控え、階段の利用に努めます。 

 

（３）廃棄についての配慮 

 〇 不用品が出た場合は、廃棄する前に必要としている職場がないか、電子掲示板などに 

より確認します。 

ａ．パソコン・プリンター・コピー機等のＯＡ機器 

○ コピー機、プリンターのトナーカートリッジについて、業者による回収を徹底します。 

ｂ．代替フロン 

○ 家電製品等のＨＦＣ(※)等について、適正に回収・処理されるように要請します。 

  (※) ＨＦＣ（ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ：代表的な代替フロンの１つ。オゾン層を破壊することはないが、強力な温室効果ガスと 

しての性質をもつ。 

 

 

（４）低燃費・低公害車の導入 

低燃費・低公害車は、従来のガソリン車やディーゼル車に比べて、大気汚染物質や地球

温暖化物質の排出が少ない、または全く排出しない自動車であり、地球温暖化対策の重要

な柱となります。公用車の購入、買い替えにあたっては、以下の事項に配慮します。 

○ 低燃費・低公害車等（電気自動車、ハイブリット車等）の購入を検討します。 

 

（５）自動車の効率的利用 

   低燃費・低公害車の導入を実施したからといって自動車の効率的利用を図らなければ意 

味がありません。取り組みの基本としては、不要不急の自動車の使用を控えることであり、 

具体的には以下のような事項に取り組みます。 
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○ 低燃費・低公害車を優先的に利用します。 

○ 公用車の使用実態等を精査し、台数の削減を極力図ります。 

○ 出張時には、可能な限り公共交通機関の利用に努めます。 

○ 利用時間、行き先等の調整が可能な場合、乗り合わせて利用します。 

○ 暖気運転を必要以上に行わないようにし、待機時は、アイドリングストップを行いま 

す。 

○ 空ぶかし、急発進、急加速をやめエコドライブに努めます。 

○ 車内に不要な荷物を積み込んだままにせず、整理を心がけます。 

○ タイヤ空気圧の調整等の定期的な点検や整備を励行します。 

〇 月１回以上のノーマイカー通勤を実施する。 

 

（６）紙類の使用量の削減 

   紙類の使用量の削減については、二酸化炭素の吸収源である森林資源の保全、廃棄物の 

削減などの観点から重要な取り組みです。 

現在、可燃ごみの中でも紙ごみは増える一方であり、森林資源保全の面からも紙の浪費 

を控えることが求められます。また、ＯＡ化などの進展の中で、不要なプリントアウトや 

コピーなどの紙の使用量を減らすことにより、森林資源を保全し、紙ごみの排出量を削減 

して、廃棄物処理や廃棄物の輸送エネルギー節約を進めることが出来ます。具体的には、 

以下の事項に取り組みます。 

○ 特別な用途を除き、コピー機及びプリンターでの印刷は、原則としてモノクロ、両面 

機能、集約機能を活用します。また、メモ用紙や供覧用紙にはミスコピーの裏面使用 

を徹底します。（個人情報等を含むものは除く。） 

○ ミスコピー用紙等で裏面を使用していないものは、コピー機のそばに専用箱を設置し、 

再利用を図ります。（個人情報等を含むものは除く。） 

○ コピー機使用後は必ずリセットボタンを押し、ミスコピーを防止します。 

○ 通知や情報交換などは電子メールや庁内電子掲示板を活用し、ペーパーレス化を推進 

します。 

○ 無駄な控えコピーはやめます。 

○ 不必要なＦＡＸ送付状は省略します。 

○ 会議はプロジェクターを活用するなど、できるだけ紙を使わないように努めます。 

○ 会議資料が必要な場合はできるだけ簡素化・共有化し、可能であれば縮小コピーを活 

用する等、ページ数や部数等を最小限とします。 

○ 市機関相互の文書にはできるだけ封筒は使用せず、使用する場合には使用済み封筒を 

再利用します。 

○ 印刷物については、必要性を十分考慮して最小限のものとします。また、市ウェブサ 

イトの活用も図ります。 

 

（７）再生品の活用 

廃棄物から再生した再生材料を使用した再生品を活用することは、廃棄物の削減になる
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とともに、資源の節約や製造エネルギーの削減につながります。そのため、紙やプラスチ

ックなどそれぞれの材料で再生材をできるだけ多く使用している製品の活用が重要な課

題です。 

用紙等物品の購入にあたっては、以下の点に配慮しグリーン調達に努めます。 

○ 事務用品全般の購入にあたり、環境ラベリング（エコマークやグリーンマーク等）対 

象製品を優先的に購入します。 

○ コピー用紙等の購入にあたっては、再生紙のものを選択します。 

○ 印刷帳票、広報誌、パンフレット、ポスター、その他印刷物作成の際は、印刷業者に 

古紙配合率の高い再生紙もしくは非木材紙を使用させるとともに、「再生紙使用」の 

表示を行うよう努めます。 

  ○ 印刷用インキには、大豆インキ等の環境負荷の少ないものの使用に努めます。 

○ 回収システムの確立している製品の購入を図ります。  

○ 詰め替え、注ぎ足し可能な製品の購入を図ります。 

○ ファイリング用品は背表紙を貼り換えて再利用するなど、事務用品等については、長 

期使用を図ります。 

○ 紙コップなどの使い捨て製品の使用を抑制します。 

その他事務用品等の購入にあたっては、①再生材料を多く使用していること、②過剰包

装していないこと、③長期使用が可能なこと、④分別廃棄が可能なこと、などを選択の基

準とします。 

 

（８）水道水使用量の抑制 

水の使用量を抑制することは、上水道を利用するために必要となる浄水場におけるエネ 

ルギー使用量の削減につながります。また、上水道を供給するためにもエネルギーが使用

されることから、水の使用量抑制も温室効果ガスの排出量削減に効果があります。水の使

用にあたっては、以下の点に留意します。 

○ 水道使用後、確実に締栓します。 

○ 手洗い、歯磨きをする場合および食器洗いの際は、水の出しっぱなしをやめ、こまめ 

に水を止めます。 

○ 手洗水を必要最小限にします。また、自動水栓などの節水型機器の導入を図ります。 

○ 水道を減圧調整し、水使用量の抑制に努めます。 

○ 水道水の水漏れの定期点検に努めます。 

○ トイレ用水の水量を適正に調節します。また、擬音装置の導入を検討します。 

○ 公用車の洗車については、水量調整を行うなど節水に努めます。 

○ 芝生や植木などの散水は効率的に行います。 
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 ２．建築物の設計、維持管理等にあたっての配慮 

（１）建築物に関する事項 

  【建築物の設計・施工についての配慮】 

ａ．エネルギーの有効利用 

○ 施設の新設・改修にあたっては、「建築設備計画基準」「建築設備設計基準」（国土 

交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修）をもとに省エネおよび省ＣＯ2 に寄

与する設備の導入を推進します。（設備設計基準策定や環境配慮入札方式の採用等） 

○ 施設を新設する際には、屋上緑化など可能な限り緑化に努めます。 

○ 建築物の規模・用途に応じ、太陽光発電・太陽熱等の自然エネルギーの導入を検討 

します。 

○ 温室効果ガスの排出の少ない高効率給湯器（二酸化炭素冷媒ヒートポンプ方式等） 

および省エネルギー型空調設備（氷蓄熱式空調システム等）の導入に努めます。 

○ 施設の規模、用途に応じた高効率空調・給湯器・エレベータ、照明機器の導入に努 

めます。 

○ 各種制御システムの採用に努め、消費電力の低減を図ります。 

○ 機器のレイアウトへの配慮、個別冷暖房、個別照明が可能なシステムの導入に努め 

ます。 

○ 深夜電力の利用により電力負荷平準化に資する蓄熱式空調システム等の導入を図 

ります。 

   ○ LED 照明等の高効率照明器具の導入を図ります。 

   ○ 窓等の配置に配慮した設計を行い、自然光を取り入れられるよう工夫します。 

ｂ．周辺環境への配慮 

○ 施設を新設する際には、敷地内や屋上緑化など可能な限り緑化に努めます。 

○ 緑化にあたっては、現地の特性に配慮した樹木等を選定します。 

○ 施設の排水、排ガス処理施設は、環境に配慮した機器、システムの導入に努めます。 

 ｃ．水の使用量の低減 

○ 建築物の規模・用途に応じ、雨水利用設備の導入を検討します。 

○ 給水装置の末端に、必要に応じて感知式の洗浄弁や自動水栓など、節水に有効な器 

具を設置します。 

ｄ．資源の有効利用 

○ 建築資材の選定には、耐久性と再利用を考慮します。 

○ 建築副産物のリサイクルの推進を図ります。 

【建築物の施工段階での配慮】 

ａ．エネルギーの有効利用 

○ 施工にあたっては、可能な限り合理化を図り、エネルギーの有効利用に努めます。 

 ｂ．周辺環境への配慮 

○ 建設機械類は、環境負荷の少ない建設資材の限定導入に努めます。 
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【建築物維持管理についての配慮】 

ａ．エネルギーの有効利用 

○ 機器類の適正な管理を行い、周辺の環境負荷に配慮した運用をします。 

○ 機器の更新時には、省ＣＯ2につながるエネルギー機器・システムの更新に努めま 

す。 

 ｂ．その他 

○ 植え込み等の適切な維持管理を図ります。 

○ 各施設における空調設備、冷蔵・冷凍設備等の適正な管理を行い、冷媒等の漏えい 

防止に努めます。 

 【建築物解体・廃棄等についての配慮】 

ａ．廃棄物の適正処理・減量 

○ 建設副産物の発生の抑制を要請します。 

○ 建築副産物のリサイクルや適正処理を発注者として確認します。 

○ コンクリート塊等の建設廃材は、再生砕石等に利用しリサイクルを要請します。 

ｂ．代替フロンの回収等 

○ フロンや代替フロンを使用している空調機器等の廃棄等を行う場合は、それらのガ 

スの回収を推進します。 

   ○ ハロン消火器(※)の更新、廃止に当たっては適切に処理を図ります。 

    (※) 通常の消火器と異なり、粉末や水を使用しないため、電気室やコンピューター室等において有効な消化活動が 

可能となるが、ハロンは日本国内ではオゾン層を破壊する特定物質として指定されている。 

 

 

3．その他事務・事業にあたっての配慮 

（１）ゴミの減量化、リサイクルの推進 

○ 排出されるゴミは分別ボックスにより分別し、ゴミの減量化やリサイクルを推進し 

ます。 

     ・新聞、ダンボール、コピー用紙、シュレッダーゴミ、その他の紙類の分類を徹底 

し、リサイクルを行います。 

     ・スチール缶、アルミ缶、空きビン、ペットボトルについて、分類を徹底しリサイ 

クルを行います。 

   ○ 職員個人用のゴミ箱を撤去し、ゴミの分別収集を徹底します。 

   ○ シュレッダーの使用は、個人情報等を含む書類の場合に制限します。 

   ○ ゴミを極力出さないように、常に心がけます。 

   ○ 文具を机の引き出しに入れて眠らせるのを防ぐため、机の中を整理します。 

   ○ 食堂や厨房では、生ゴミの削減やリサイクルに努めます。 

   ○ 外部からの納入品などについては、納入先に簡易包装の協力を依頼します。 

   ○ 市民に対してゴミ問題の情報提供を行い、ゴミの分別の意義、方法の周知を図り、 

十分な理解と協力を得ます。 
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１．推進体制 

（１）計画に掲げた削減目標を達成するため、「岩出市エコオフィス推進会議」（以下「推進会

議」という。）を設置します。 

（２）計画の着実な推進を図るため、エコオフィス推進会議会長（以下「会長」という）、主

任エコオフィス推進員（以下「主任推進員」という）、エコオフィス推進員（以下「推進

員」という）及び事務局を設置します。 

    それぞれの役割は次のとおりです。 

    ＜体系図は別添１のとおり＞ 

推進会議 

  本計画を効率よく推進するため、推進会議を設置します。 

  推進会議は、会長、主任推進員及び推進員をもって組織します。 

  推進会議の会長は副市長が務めます。 

主任推進員 

 各主管課において主任推進員を置き、本計画の推進が図られるよう推進員に周知徹

底を図ります。 

推進員 

 各所属において推進員を置き、本計画の推進が図られるよう各職員に周知徹底を図

ります。 

 また推進員は推進会議が実施する調査に協力します。 

事務局 

 事務局は、推進会議の庶務を行い、財務課に置きます。 

 事務局は、各所属の推進員に対して調査依頼を行います。 

 事務局は、目標並びに修正案を作成し、推進会議に提出します。 

 

 

２．実施状況の点検および公表 

（１）計画に沿った行動が継続的に行われているか、取り組み状況を定期的に把握します。 

（２）本計画の内容については、本市ウェブサイト等により公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 実行計画の推進にあたって 
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（別 添 １） 

 

「岩出市 地球温暖化対策実行計画」推進体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩出市エコオフィス推進会議 

（会長：副市長） 

各部局室への 

取組み指示 

取組みの指示 

取組み状況等

の調査依頼 

取組み状況の

調査報告 

・ 実行計画の策定 

・ 実行計画の推進 

・ 実施状況の評価、計画の見直し 

事務局（財務課） 

・ 進捗状況（温室効果ガス排出量調

査表 等）の集約 

・ その他庶務 

主任エコオフィス推進員（各主管課の指定したエコオフィス推進員） 

  
・ 各課室局内における取組状況の把握 

・ 進捗状況（温室効果ガス排出量調査表 等）の集約・報告 

エコオフィス推進員（各所属の長が指名する者）   

・ 各課室局内における取り組みおよび推進 

・ 進捗状況（温室効果ガス排出量調査表 等）の作成・報告 

報告書の提出 

報告書の提出 

各部局室への 

取組み指示 
取組み状況等

の調査依頼 
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＜参考＞ 活動区分別削減目標 

 

項目 
基準年度排出量 

（平成 26 年度） 
削減目標 

目標年度排出量 

（平成 31 年度） 

燃料 

消費量 

自動車 206,525ｋg-CO2 ５％ 196,199ｋg-CO2 

家庭用機器等 1,118,373ｋg-CO2 ５％ 1,062,454ｋg-CO2 

電気使用量 7,667,140ｋg-CO2 ５％ 7,283,783ｋg-CO2 

自動車の走行 3,612ｋg-CO2 ５％ 3,431ｋg-CO2 

一般廃棄物燃焼 311,957ｋg-CO2 ５％ 296,359ｋg-CO2 

合計 9,307,607ｋg-CO2 ５％ 8,842,227ｋg-CO2 

 

 

調査施設一覧表（基準年度：平成 26 年度） 

所  管 備     考 

市長公室 市長公室 

総務課 

総務課、岩出地区コミュニティセンター、上岩出地区コミュニティセ

ンター、岡田集会所、根来北集会所、サンホール、船戸街灯、紀泉台

グランド、防災無線、清水消防屯所、根来消防屯所、消防屯所 

財務課 市役所庁舎、財務課、旧母子センター 

税務課 税務課 

市民課 市民課 

福祉課 福祉課、大池児童館、岡田児童館、上岩出児童館 

生活環境課 生活環境課、火葬場、駅前駐輪場 

クリーンセンター クリーンセンター 

保健推進課 保健推進課 

保険年金課 保険年金課 

長寿介護課 長寿介護課、いわで御殿、老人憩いの家 

子育て支援課 子育て支援課 

保育所 岩出保育所、山崎保育所、上岩出保育所、根来保育所 

土木課 土木課 

都市計画課 都市計画課、さぎのせ公園 

産業振興課 産業振興課、根来南集会所、根来公園墓地、根来さくらの里 

農業委員会 農業委員会 

上下水道業務課 上下水道業務課 

教育総務課 教育総務課 

生涯学習課 

生涯学習課、中央公民館、岩出公民館、山崎公民館、根来公民館、上

岩出公民館、紀泉台公民館、桜台公民館、船山公民館、曽屋教育集会

所、旧給食センター 
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総合体育館 
総合体育館、市民体育館、若者広場、根来総合運動公園、大宮緑地運

動公園、堀口プール、東公園プール 

民俗資料館 民俗資料館 

学校給食共同調理場 学校給食共同調理場 

岩出図書館 岩出図書館、駅前ライブラリー 

小学校 
岩出小学校、山崎小学校、上岩出小学校、根来小学校、山崎北小学校、

中央小学校 

中学校 岩出中学校、岩出第二中学校 

上水道工務課 上水道工務課、浄水場、水源地、安上施設、境谷施設 

下水道工務課 下水道工務課 

出納室 出納室 

議会事務局 議会事務局 

 

 

～温室効果ガス排出係数～ 

二酸化炭素（ＣＯ２） 

分  類 

単位発熱量 

（MJ/固有単位） 排出係数（単位） 

固有単位 発熱量 

ガソリン ﾘｯﾄﾙ 34.6 0.0183 kg-ｃ/MJ 

灯油 ﾘｯﾄﾙ 36.7 0.0185 kg-ｃ/MJ 

軽油 ﾘｯﾄﾙ 37.7 0.0187 kg-ｃ/MJ 

Ａ重油 ﾘｯﾄﾙ 39.1 0.0189 kg-ｃ/MJ 

液化石油ガス（ＬＰＧ） ｋｇ 50.8 0.0161 kg-ｃ/MJ 

液化天然ガス（ＬＮＧ） ｋｇ 54.6 0.0135 kg-ｃ/MJ 

都市ガス ㎥ 44.8 0.0136 kg-ｃ/MJ 

 

分  類 排出係数（単位） 

関西電力㈱（平成２６年度実績） 0.５１６ ｋg－CO2/ｋWh 

 

メタン（ＣＨ４） 

分  類 

単位発熱量 

（MJ/固有単位） 排出係数（単位） 

固有単位 発熱量 

ガス機関又

はガソリン

液化石油ガス 

（ＬＰＧ） 
ｋｇ 0.0508 0.054 kg-CH4/GJ 
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機関におけ

る燃料使用

量 

都市ガス ｍ３ 0.0448 0.054 kg-CH4/GJ 

家庭用機器

の使用に伴

う燃料の使

用量 

灯油 Ｌ 0.0367 0.0095 kg-CH4/GJ 

液化石油ガス 

（ＬＰＧ） 
ｋｇ 0.0508 0.0045 kg-CH4/GJ 

都市ガス ｍ３ 0.0448 0.0045 kg-CH4/GJ 

自動車の 

走行量 

ガ

ソ

リ

ン 

普通・小型乗用車 ｋｍ - 0.000010 kg-CH4/km 

バス ｋｍ - 0.000035 kg-CH4/km 

軽自動車 ｋｍ - 0.000010 kg-CH4/km 

普通貨物車 ｋｍ - 0.000035 kg-CH4/km 

小型貨物車 ｋｍ - 0.000015 kg-CH4/km 

軽貨物車 ｋｍ - 0.000011 kg-CH4/km 

特殊用途車 ｋｍ - 0.000035 kg-CH4/km 

軽

油 

普通・小型乗用車 ｋｍ - 0.000002 kg-CH4/km 

バス ｋｍ - 0.000017 kg-CH4/km 

普通貨物車 ｋｍ - 0.000015 kg-CH4/km 

小型貨物車 ｋｍ - 0.0000076 kg-CH4/km 

特殊用途車 ｋｍ - 0.000013 kg-CH4/km 

一般廃棄物の 

焼却に伴う排出 

連続燃焼式 

焼却施設 
ｔ - 0.00095 kg-CH4/ｔ 

 

 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 

分  類 

単位発熱量 

（MJ/固有単位） 排出係数（単位） 

固有単位 発熱量 

ガス機関又

はガソリン

機関におけ

る燃料使用

量 

液化石油ガス 

（ＬＰＧ） 
ｋｇ 0.0508 0.00062 kg-N2O/GJ 

都市ガス ｍ３ 0.0448 0.00062 kg-N2O/GJ 

家庭用機器

の使用に伴

う燃料の使

用量 

灯油 Ｌ 0.0367 0.00057 kg-N2O/GJ 

液化石油ガス 

（ＬＰＧ） 
ｋｇ 0.0508 0.00009 kg-N2O/GJ 

都市ガス ｍ３ 0.0448 0.00009 kg-N2O/ GJ 

自動車の 

走行量 

ガ

ソ

普通・小型乗用車 ｋｍ - 0.000029 kg-N2O/km 

バス ｋｍ - 0.000041 kg-N2O/km 
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リ

ン 

軽自動車 ｋｍ - 0.000022 kg-N2O/km 

普通貨物車 ｋｍ - 0.000039 kg-N2O/km 

小型貨物車 ｋｍ - 0.000026 kg-N2O/km 

軽貨物車 ｋｍ - 0.000022 kg-N2O/km 

特殊用途車 ｋｍ - 0.000035 kg-N2O/km 

軽

油 

普通・小型乗用車 ｋｍ - 0.000007 kg-N2O/km 

バス ｋｍ - 0.000025 kg-N2O/km 

普通貨物車 ｋｍ - 0.000014 kg-N2O/km 

小型貨物車 ｋｍ - 0.000009 kg-N2O/km 

特殊用途車 ｋｍ - 0.000025 kg-N2O/km 

一般廃棄物の 

焼却に伴う排出 

連続燃焼式 

焼却施設 
ｔ - 0.0567 kg-N2O/ｔ 

 


